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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大やウクライナ情勢の悪化によ

る物価高騰の影響を受けたものの、社会経済活動が正常化に進む中、緩やかに持ち直しの動きがみられました。

　この間、建設業界においては、国土強靭化の基本方針に沿った施策が進められ、関連する公共投資は底堅く推移

し、民間建設投資にもこれまで以上の積極性がみられました。

　しかしながら、急速な円安の進展は、原材料価格の上昇や供給面での制約による景気の下揺れリスク等、厳しい

経営環境を招いております。そのため、今後の先行きについては予断を許さない状況にあります。

　かかる中、当社グループは、中期経営計画(2020年度～2022年度)の最終年度として、具体的な施策①「生産性を

向上させ絶対収益を追求する」、②「技術力の向上と技術の伝承」を掲げ、計画達成に向けて業績の伸長に努めて

まいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績としては、売上高113億63百万円(前年同期比９億20百万円増)とな

りました。国内においては、着工時期の先送りなどにより支店別には業績面で差異があるものの、都市部での大

型機械施工、およびエネルギー関連工事、鉄道関連工事等が堅調に推移したため、全体としては受注、施工とも

期初計画を上回ることとなり、個別決算では８億円の経常利益を計上しました。しかし、米国現地法人 JAFEC 

USA,Inc.においては、生態系環境保護による工事中断が続いており、これにより間接費が先行し、連結経常利益

は４億98百万円（前年同四半期比２億10百万円増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億84百万円（前年

同四半期比１億35百万円増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末の総資産の残高は、前連結会計年度末に比べて３億88百万円減少し、297億３百万

円となりました。その主な要因といたしまして、受取手形・完成工事未収入金等が増加しましたが、現金預金が減

少したこと等によるものです。

（負債）

　負債の残高は、前連結会計年度末に比べて２億円減少し、87億81百万円となりました。その主な要因といたしま

して、支払手形・工事未払金等が増加しましたが、賞与引当金が減少したこと等によります。

（純資産）

　純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて１億87百万円減少し、209億22百万円となりました。その主な要因

といたしまして、その他有価証券評価差額金が増加しましたが、自己株式が増加（純資産は減少）したこと等によ

るものであります。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は70.4％となり、前連結会計年度末と比べて0.2ポイン

トの上昇となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　現時点においては、令和４年５月13日に公表いたしました通期の業績予想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和４年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,000,031 4,231,746

受取手形・完成工事未収入金等 6,590,700 8,266,787

有価証券 425,229 400,716

未成工事支出金 230,324 209,115

材料貯蔵品 77,594 77,565

その他 499,093 152,006

貸倒引当金 △9,000 △12,000

流動資産合計 13,813,975 13,325,937

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 4,337,763 4,233,415

土地 4,438,801 4,435,422

建設仮勘定 33,000 109,557

その他（純額） 2,579,109 2,466,474

有形固定資産合計 11,388,674 11,244,870

無形固定資産 259,086 282,396

投資その他の資産

投資有価証券 4,154,634 4,363,865

その他 506,811 515,881

貸倒引当金 △31,918 △29,096

投資その他の資産合計 4,629,527 4,850,649

固定資産合計 16,277,288 16,377,916

資産合計 30,091,263 29,703,853

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,595,687 4,010,544

短期借入金 2,500,000 2,500,000

未払法人税等 324,993 245,029

未成工事受入金 99,225 224,003

完成工事補償引当金 1,000 1,000

賞与引当金 400,000 130,000

工事損失引当金 18,245 －

契約損失引当金 193,326 193,516

その他 1,013,784 627,173

流動負債合計 8,146,264 7,931,268

固定負債

固定負債合計 835,121 850,339

負債合計 8,981,386 8,781,607

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(令和４年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和４年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,907,978 5,907,978

資本剰余金 5,514,689 5,517,516

利益剰余金 13,316,358 13,322,387

自己株式 △4,334,801 △4,635,902

株主資本合計 20,404,224 20,111,980

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,599,922 1,720,816

土地再評価差額金 △703,294 △703,294

為替換算調整勘定 △196,957 △211,499

退職給付に係る調整累計額 5,981 4,243

その他の包括利益累計額合計 705,652 810,265

純資産合計 21,109,877 20,922,246

負債純資産合計 30,091,263 29,703,853
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

売上高

完成工事高 10,443,080 11,363,284

売上原価

完成工事原価 9,065,673 9,871,507

売上総利益

完成工事総利益 1,377,406 1,491,777

販売費及び一般管理費 1,224,347 1,240,567

営業利益 153,059 251,210

営業外収益

受取利息 2,303 161

受取配当金 119,671 112,387

為替差益 3,655 122,217

その他 24,726 20,457

営業外収益合計 150,356 255,224

営業外費用

支払利息 1,933 4,430

複合金融商品評価損 6,201 －

支払手数料 4,463 2,667

その他 2,772 406

営業外費用合計 15,370 7,504

経常利益 288,044 498,929

特別利益

投資有価証券売却益 62,005 －

固定資産売却益 － 2,215

特別利益合計 62,005 2,215

特別損失

固定資産売却損 － 967

固定資産除却損 8,329 54

投資有価証券売却損 3,779 －

特別損失合計 12,109 1,021

税金等調整前四半期純利益 337,941 500,122

法人税等 188,056 216,091

四半期純利益 149,885 284,031

親会社株主に帰属する四半期純利益 149,885 284,031

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

四半期純利益 149,885 284,031

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △164,366 120,893

為替換算調整勘定 29,632 △14,542

退職給付に係る調整額 △4,249 △1,738

その他の包括利益合計 △138,984 104,613

四半期包括利益 10,900 388,644

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 10,900 388,644

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 337,941 500,122

減価償却費 486,538 463,468

保険解約返戻金 △6,186 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,000 178

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △28,253 2,418

賞与引当金の増減額（△は減少） △132,200 △270,000

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,005 △19,540

受取利息及び受取配当金 △121,974 △112,549

支払利息 1,933 4,430

投資有価証券売却損益（△は益） △58,225 －

為替差損益（△は益） △8,366 △139,548

固定資産除却損 8,454 54

売上債権の増減額（△は増加） △357,294 △1,611,893

未成工事支出金の増減額（△は増加） 926,017 23,105

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,865 2,137

仕入債務の増減額（△は減少） △17,711 405,050

未成工事受入金の増減額（△は減少） △407,556 124,240

その他 △245,908 △259,203

小計 375,336 △887,527

法人税等の還付額 504 2,246

法人税等の支払額 △256,223 △238,598

営業活動によるキャッシュ・フロー 119,616 △1,123,879

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △21,212 △41,212

定期預金の払戻による収入 21,212 41,212

資産除去債務の履行による支出 △5,353 －

保険積立金の解約による収入 53,991 －

有形固定資産の取得による支出 △480,089 △424,243

有形固定資産の売却による収入 － 13,745

有形固定資産の除却による支出 － △372

無形固定資産の取得による支出 △11,890 △108,069

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △160,146 △11,158

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
636,022 542

子会社株式の取得による支出 △100,000 －

貸付けによる支出 △83,276 △2,500

貸付金の回収による収入 12,787 13,886

利息及び配当金の受取額 123,733 112,569

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,222 △405,598

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日

　至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △36,710 △36,135

自己株式の取得による支出 △523,955 △312,193

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増

加）
590,219 325,044

配当金の支払額 △238,472 △274,732

利息の支払額 △1,933 △3,740

財務活動によるキャッシュ・フロー △210,852 △301,757

現金及び現金同等物に係る換算差額 16,225 60,780

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △89,232 △1,770,454

現金及び現金同等物の期首残高 4,982,736 5,947,319

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,893,503 4,176,864
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用の計算については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によって

おります。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法

によっております。

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準指針第31号　令和３年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

こととしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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